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（３）新しいグローバル課題への対応要請

○SDGsへの関心の高まりと保安、保安・レジリエンスとの関連

※環境(Environment)、社会(Social)、ガバナンス(Governance)

（資料）GSIA「2018 GLOBAL SUSTAINABLE INVESTMENT REVIEW」を基に三
菱総合研究所作成

SDGsを背景としたESG投資資産額の変化

 国連の持続可能な開発目標（SDGs）に、安全やレジリエンスに関係する項目が位置
付けられており、企業にもこうした分野への対応が求められている。

 SDGsの浸透を背景に、企業の社会的責任を投資判断に含めるESG投資の機運が国
内でも高まっている。

（資料）国際連合広報センター 2030アジェンダ

○国内におけるESG投資への関心の高まり

（資料）国際連合広報センター SDGs報告2019
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（１）第4次産業革命の進展

 IoT、AI、水素、ドローン等の新しい産業技術が有するリスクに対しても、必要に応じて
規制面での対応が必要。

○諸外国における水素爆発事故の発生

〇日本におけるドローンの墜落事例

○サイバー攻撃は3年間で3.9倍に増加、約半数がIoT機器を狙った攻撃

（資料）サイバーセキュリティタスクフォース（第16回）資料16-1 「今後の検討課題等について」 (2019年11月)

NICTER (Network Incident 
analysis Center for Tactical 
Emergency Response) は、NICTが
開発研究を進めている、サイバー空間で発
生する様々な情報セキュリティ上の脅威を
迅速に観測・分析し、有効な対策を導出
するための複合的なシステムで、サイバー
攻撃やマルウェア感染の大局的な傾向をリ
アルタイムにとらえることができる。

（注１）NICTERで観測された
パケットのうち、サービスの種類
（ポート番号）ごとに割合の多い
上位から30位までを分析したもの。

（注２）IoT機器を狙った攻撃は
多様化しており、ポート番号だけで
は分類しにくいものなど、「その他」
に含まれているものもある。

 2019年6月、ノルウェーの水素ステーショ
ンでの爆発

（資料)MKNEWS「安全だったはずの水素タンク、二週間
で破裂」
http://japan.mk.co.kr/view.php?category=30600004&yea
r=2019&idx=9648

 2019年5月、韓国の工場の水素タンク
の爆発

（資料)Driving「Hyundai, Toyota pause fuel-cell sales over 
explosion in Norway」https://driving.ca/toyota/auto-
news/news/hyundai-toyota-pause-fuel-cell-sales-over-explosion-in-
norway

 2015年4月、首相官邸にドローン落下

 2017年2月、神奈川県藤沢市の建築現場でドローン落下
ぶつかった作業員が顔に大けが。

 2017年11月、岐阜県大垣市で、ドローン落下
男女6人が軽傷。
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２．保安行政が抱える課題と今後の保安行政のあり方

保安・レジリエンスの強化に向けた不断の取組

持続可能な産業保安力の確保

安全・安心の向上に向けた新たな環境整備
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安全・安心の向上に向けた新たな環境整備
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保安・レジリエンスの強化に向けた不断の取組

制
度
・
体
制

ア
ク
シ
ョ
ン

国
民

災害時の国・自治体・事業者間の連携強化

災害激甚化等を想定した規制と対策の実施
体制

迅速・正確な被害把握・復旧見通しの策定と
情報発信

リスク評価に基づく効果的・効率的な災害対策
国・自治体・事業者間の訓練の実施・参加等

国民目線の情報発信・プッシュ型支援
リスクの認識、防災・減災意識の向上
（「安全はタダ」ではない）

取組の方向性主な課題

 台風対応の検証結果を踏まえた対策を徹底。

 産業保安とレジリエンス強化の両面から、災害の影響緩和と迅速な復旧に向けた不断
の取組を行う。

(１)危機管理体制/緊急時の情報共有体制の整備

(２)インフラのリスク評価による対策重点化

(３)国民目線に立ったリスクコミュニケーションの重視

 国・自治体・事業者間の災害時における連携モデル
づくりの推進、訓練の実施

 災害時の経産省・監督部の行政インフラの整備

 様々なデータとAIを活用した復旧見通し
の精緻化

 ハザードマップ、人口密度等のデータを活
用したリスク評価と対策の重点化、リスク
に応じた規制の検討

 連携モデルの普及や訓練の実施

 国民目線での情報発信に向けた広報戦略
 産業インフラの基礎知識を高める広報展開



(１)危機管理体制/緊急時の情報共有体制の整備
【電力会社、自治体、自衛隊の連携モデル（倒木対策）】

18

① 一般送配電事業者と自衛隊との連携

 現場での復旧作業の迅速化・円滑化に向けて、状況に即した自衛隊派遣の実現や関係者間（電力会社、自衛
隊、都道府県）での適切な情報共有を図るべく、自治体の防災会議等を通じて、平素から関係者間の連携を深
めることを検討。また、自衛隊との連携に関する事例（共同調整所の設置等）について、電力業界大で水平展開
を進める。

② 一般送配電事業者と地方自治体との連携

 平時の事前伐採や災害時の倒木処理について、一般送配電事業者は、地方自治体との連携事例集等を共有し、
地域性等を踏まえた更なる連携拡大を検討。併せて、森林整備等の他省庁の取組とも、その枠内でできる部分に
ついて連携を検討。

※災害対策基本法では、災害時、市町村長は、緊急の必要性が認められる場合、応急措置の実施の支障となる障害物を除去することができると規定。
※①②については、事業者からは国から地方自治体への働きかけを要望する声もあり、国による周知等の対応を行っていくことを検討。

③ 電気事業法に基づく倒木処理に関する整理

 電気事業法第61条に基づく倒木処理（伐採等）について、適用可能なケースに関する解釈の明確化や書類手
続きに係る機動性の確保といった運用面を整理。

和歌山県と関西電力の災害時における停電復旧作業の連携等に関する協定 岐阜県等と中部電力でのライフライン保全対策事業の取組（計画伐採の取組）

施工前 施工後

事業年度 伐採路線数 距離 伐採本数

2015～2017年度実績 38路線 33.9km 2.2万本

＜一般送配電事業者と地方自治体との連携事例＞

第9回レジリエンスWG資料７
より抜粋（一部修正）
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(2)インフラのリスク評価による対策重点化
【ガス分野の復旧見通し精緻化】

 地震発生時に、２次災害（住居密集地域における火災等）を防ぐための、ガス供給
停止の迅速化や、ガス供給再開に向けた復旧の効率化が必要。

 このため、高精度な地震センサを活用し、詳細な地盤構造を再現する手法を確立する
とともに、地盤構造の動きをシミュレーションすることにより、地震発生時にリアルタイムで高
精度なガス導管の被害を予測するシステムを構築中。（平成29年度から経済産業省
の委託事業として日本ガス協会が実施中）

高速・大規模な
地震応答シミュレーション

MEMS活用による
高密度な地震動センシング

地震発生時に漏えい箇所を高精度に予測し，
「緊急対応の迅速化」，「復旧作業の効率化」を実現





 事務局による損壊原因の調査を実施するとともに、有識者の意見も踏まえながら技術基
準の見直しを含めた対応を予定。引き続き再発防止策などの議論を行っていく。

対
応
の
方
向
性

鉄塔 電柱

技術基準で求められる風圧荷重40m/s（10分間平均
風速）を満たすよう設計（1972年建設）。

特殊な地形による突風（最大瞬間風速70m/s、10分
間平均風速50m/s）により、設計当初の想定を大きく上
まわる荷重が発生し、倒壊に至ったと推定。

倒木や建物の倒壊（約74％）、看板等の飛来物（約
14％）、土砂崩れ等の地盤影響（約12％）による二
次被害が原因と推定されるものが大半。

※二次被害と断定できないものが約0.1%（約2件（精査中））あり、
引き続き、確認作業を継続。

現行の技術基準の見直しについて、鉄塔に関する技術基準
の見直しの方向性（地域風速の適用など）、台風が頻繁
に襲来する地域の電力会社の取組等にかんがみ、木柱の
基準引上げ、鉄柱への地域風速適用、連鎖倒壊防止に係
る規定を行う。

二次被害対策（倒木処理・伐採の迅速化や事前伐採の
推進、飛来物の飛散防止に関する注意喚起の徹底、無電
柱化の推進）を強力に進める。

損
壊
事
故
の
原
因

＜倒壊した鉄塔周辺の地図＞ ＜倒壊した鉄塔（No.78）＞ ＜電柱の被害発生状況分布図＞＜倒木・飛来物による電柱損壊現場の様子＞

技術基準について、以下の見直しを行う。
①現行の基準風速40m/sを維持するとともに、40m/s    
について「10分間平均」を明確化

②地域の実情を踏まえた基準風速の適用
③特殊地形を考慮すること
（従来より民間規格にて規定されていた３類型に加え、今般の東電事案の
類型を追加）
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(2)インフラのリスク評価による対策重点化【鉄塔・電柱の基準見直し】
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２．保安行政が抱える課題と今後の保安行政のあり方

保安・レジリエンスの強化に向けた不断の取組

持続可能な産業保安力の確保

安全・安心の向上に向けた新たな環境整備



持続可能な産業保安力の確保

産業保安におけるコンディションベースの規制
体系の拡大、新しい安全技術が創り出した
安全性の合理的な評価推進

安全の取組を企業価値に反映する仕組み
づくり

国内プラントのIT等新しい安全技術への設
備投資

プラント建設世代の大量退職、技術承継の
機会減少

日本の技術や規制を活かした国際貢献

保安関連の職業に対する理解

主な課題

 新しい安全技術の活用促進(スマート保安)と、安全技術を正しく評価。

 効率的な保安・メンテナンスのための環境を整備。

(１)合理的な保安システムの構築

(２)新しい安全技術を活用した対策の促進

(３)現場の魅力の向上

 合理的に安全性を評価し、規制と連動した仕組みづく
り（例：高圧ガス保安法に基づくスーパー認定制度）

 産業保安全体でコンディションベースの規制体系への転
換

 ESG投資等を活用し、安全に投資する企業を評価す
る市場整備

 官民が連携し、AI、IoT等の新しい安全
技術の課題を洗い出し、タイムリーに技
術開発や制度見直しを検討する「官民
プラットフォーム」を構築

 スマート保安の海外展開

 保安人材の確保に向けた実務経験年数の見直し
など参入要件緩和

 業界と教育機関が連携した保安人材育成

制
度
・
体
制

ア
ク
シ
ョ
ン

国
民

取組の方向性
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 従来、自家用電気工作物の電気安全に関する責任は設置者にあり、設置者が報告徴
収・立入検査の対象。

 保安管理業務を委託した者を直接の規制対象とすることで、外部委託承認制度の規
律を高め、電気保安人材にとって健全な業務環境を整備する。

保安管理業務を行う者へ
の直接指導を可能にする

（３）現場の魅力向上【電気保安業務の規律確保】
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２．保安行政が抱える課題と今後の保安行政のあり方

保安・レジリエンスの強化に向けた不断の取組

持続可能な産業保安力の確保

安全・安心の向上に向けた新たな環境整備
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安全・安心の向上に向けた新たな環境整備

IoT、AI、水素、ドローン、サイバーなど新し
い技術、プレイヤーの登場に即したタイムリー
な規制面での対応

新たなプレイヤーの安全意識や保安知識の
向上

増加する新しいプレーヤーへの規制
保安技術者の新しい産業技術への対応

単身世帯を含むユーザーの高齢化、外国
人の増加、製品の経年劣化、消費行動の
多様化

ネット取引を通じた海外粗悪品による事故
の増加

主な課題

 革新的な産業技術の出現や、新たなプレーヤーに対応。適切な安全規制、体制構築
など安全・安心に向けた新たな環境を整備する。

 革新的な産業技術のリスクについて、迅速な評価と技術基準
への反映

 新たなプレーヤーに対応した、規制の強化、規制に適合した技
術仕様の例示等

 インターネットモール事業者と連携し不適切な事業者、製品を
排除

 IoT、AI、水素、ドローン、サイバーなど新しい産業技術の
リスクへの対策の実施

 保安をビジネスとして提供するO&Mベンダーの育成

 高齢者の安全に配慮した新製品の開発
 多様な言語への対応

(１)新しい技術やプレーヤーに対応した制度・体制の見直し

(３)新しい社会構造への対応

(２)新しい技術やプレーヤーに対応した新たなリスクへの対応

制
度
・
体
制

ア
ク
シ
ョ
ン

国
民

取組の方向性
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